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◆年間スケジュールを「法人運営カレンダー」として例示し、
　各日程に関連する手続を取り上げています。 

◆忘れがちな手続やイレギュラーな手続の流れをフローで
　示し、実務上の留意点を解説しています。 

◆日本公認会計士協会 非営利法人委員会等の委員を歴任
　した著者が、豊富な知見に基づいて執筆しています。 

法人運営に必要な手続を視覚化！ 
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令和７年４月施行対応　フローでわかる　一般公益 社団・財団法人　運営ガイドブック

はじめに 
１　「新しい時代の公益法人制度」の改正内容
２　法人運営カレンダー 

第１　社員・社員総会 
〔１〕　社員の入会 
【参　考】 

〇定款（法人の構成員、社員の資格の取得）
〇会員規程（入会手続） 

〔２〕　社員の退会 
【参　考】 
〇定款（任意退会、除名） 

〔３〕　会費の徴収 
【参　考】 

〇定款（経費の負担、社員資格の喪失）
〇会費規程（入会金の額、会費の額） 

〔４〕　定時社員総会の招集 
【参　考】 

〇定款（構成、権限、開催、招集） 
〔５〕　臨時社員総会の招集 
【参　考】 

〇定款（事業計画及び収支予算） 
〔６〕　社員総会資料の電子提供 
【参　考】 

〇定款（電子提供措置） 
〔７〕　社員総会の開催 
【参　考】 

〇定款（議長、議決権、決議、議事録） 

第２　評議員・評議員会 
〔８〕　評議員の選任・解任 
【参　考】 
〇定款（評議員の定数、評議員の選任及び解任、評議員の任
　期、評議員の報酬等） 

〔９〕　定時評議員会の招集 
【参　考】 
〇定款（構成、権限、開催、招集） 

〔10〕　臨時評議員会の招集 
【参　考】 
〇定款（事業計画及び収支予算） 

〔11〕　評議員会の開催 
【参　考】 
〇定款（議長、決議、議事録） 

第３　理事・理事会 
〔12〕　理事の選任・解任 
【参　考】 
〇定款（役員の設置、役員の選任、役員の任期、役員の解任、
　役員の報酬等） 

〔13〕　決算承認理事会の招集 
【参　考】 

〇定款（事業報告及び決算、公告の方法） 
〔14〕　定時社員総会（定時評議員会）終了後の代表理事等選
　　　定のための臨時理事会の開催 
【参　考】 
〇定款（役員の設置（選任）、理事の職務及び権限） 

〔15〕　予算承認理事会の招集 
【参　考】 
〇定款（事業計画及び収支予算） 

〔16〕　定例（又は臨時）理事会の招集 
【参　考】 

〇定款（招集） 
〔17〕　理事会の開催 
【参　考】 
〇定款（構成、権限、議長、決議、報告の省略、議事録） 

第４　監事・会計監査人 
〔18〕　監事の選任・解任 
【参　考】 
〇定款（役員の設置、役員の選任、役員の任期、役員の解任、
　役員の報酬等） 

〔19〕　監事の年間スケジュール 
【参　考】 
〇監事監査報告書 

〔20〕　会計監査人の選任・解任 
【参　考】 
〇定款（役員及び会計監査人の設置、役員及び会計監査人の
　選任、会計監査人の職務及び権限、役員及び会計監査人の
　任期、役員及び会計監査人の解任、役員及び会計監査人の
　報酬等） 

第５　定期提出書類の作成 
〔21〕　事業計画書等の定期提出書類 
〔22〕　事業報告等に係る定期提出書類 
〔23〕　公益目的支出計画実施報告書 
第６　行政庁への手続等 
〔24〕　公益法人の変更認定申請 
〔25〕　公益法人の変更の届出 
〔26〕　移行法人の変更認可申請 
〔27〕　移行法人の変更の届出 
〔28〕　残余財産の処分の承認の申請 
〔29〕　公益目的支出計画の実施が完了したことの確認 

第１　設立・移行 
〔30〕　一般社団法人の設立 
〔31〕　一般財団法人の設立 
〔32〕　公益社団・財団法人への移行 
第２　解散及び清算 
〔33〕　解散及び清算 

〔34〕　吸収合併の手続 
〔35〕　新設合併の手続 
〔36〕　事業の譲渡 

第１　公益法人及び一般法人に対する法人税等 
〔37〕　収益事業を開始した場合等の届出・申請 
〔38〕　確定申告 
第２　寄附者の税務 
〔39〕　公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等
　　　の非課税の特例 
〔40〕　公益法人等に相続財産を贈与した場合の相続税の非
　　　課税の特例 
〔41〕　寄附金の税額控除に係る証明申請 

第１章　法人運営 

第２章　設立・移行・解散・清算・合併等 

第３章　税務申告・届出等 

内容を一部変更することがありますので、ご了承ください。

第３　合併等 
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２ 法人運営カレンダー

〇一般・公益社団法人の年間スケジュール例

日付例 運営の手続 備 考 項目

４月26日
計算書類等の作成

一社 公社
〔13〕

４月26日

公益目的支出計画実施報告書

の作成

一社(移行)

公益目的支出計画実施

報告書は監事監査対象
〔23〕

４月26日

監事（会計監査人）へ監査依

頼

一社 公社

〔19〕

５月23日
会計監査人の監査報告

一社 公社
〔19〕

５月27日
監事の監査報告

一社 公社
〔19〕

５月27日
決算承認理事会の招集

一社 公社

理事会の日の１週間前

（定款でこれを下回る

期間を定めたときはそ

の期間の前）まで

〔13〕

５月31日
確定申告

一社 公社

申告期限の延長申請を

行っていない場合には

事業年度終了後２か月

以内

〔38〕

６月３日
決算承認理事会

一社 公社
〔13〕

６月３日
計算書類等の事務所備置き

一社 公社

定時社員総会の２週間

以上前
〔13〕

はじめに 25
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第３ 理事・理事会

〔12〕 理事の選任・解任

一社 公社 一財 公財

理事会における理事候補者の推薦

社員総会の決議

【社団法人の場合】 【財団法人の場合】

１

理事就任承諾書の入手３

理事変更の登記

理事の解任・辞任４

２ 評議員会の決議２
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２ 社員総会の決議・評議員会の決議

理事は、社団法人の場合は社員総会、財団法人の場合は評議員会の

決議によって選任します（法人法63①・177）。

たとえ理事が充て職となっている場合であっても、理事のポストは

自動的には選任されず、社員総会や評議員会の決議が必要となります。

理事が充て職となっている場合、人事異動は４月に行われることが多

いですが、臨時社員総会や臨時評議員会を開催しない限り、４月での

理事の交代はできません。そのため、人事異動は行われたものの、定

時社員総会や定時評議員会まで理事の交代を待つケースが実務上は多

いかと思います。

３ 理事就任承諾書の入手

(１) 理事の任期

理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時社員総会（評議員会）の終結の時までとされています

ので、２年間が原則です。ただし、定款で１年などに短縮することは

可能なため、定款によって任期の満了前に退任した理事の補欠として

選任された理事の任期を前任者の任期の満了する時までとすることが

できます（法人法66・177）。実務上は定款にこの規定を行うことにより、

理事の任期を揃えているケースが多いと思います。

なお、社団法人の場合は、社員総会の決議でも理事の任期を短縮す

ることが可能ですが（法人法66ただし書）、財団法人の場合は、評議員会

の決議によって理事の任期を短縮することはできませんので留意して

ください（法人法177）。

(２) 理事の報酬等

理事の報酬等（退任慰労金も含みます。）の額は、定款で定めなけれ

ば社員総会（又は評議員会）の決議によって定めなければなりません

第１章 法人運営114
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コラム 理事の選任議案について

理事の選任議案を社員総会（又は評議員会）で決議する場合、例えば

４人の理事の選任議案の決議方法を４人一括で決議する方法は許される

でしょうか。

例えば、４人の理事候補者のうち、３名については賛成ですが、１名

については反対の議決権を行使したいと考えている社員（又は評議員）

がいる場合、４人一括で決議する方法だとこのような意思を反映した議

決権の行使を行うことができません。

社員（評議員）は１人１議決権が付与されており（法人法48①・189）、

社員総会（評議員会）の招集時には理事の選任議案の内容を全ての社員

（評議員）に通知し（法人法39・41・42・182）、説明を求められた場合に

は社員（評議員）に選任（再任）の理由など必要な説明をしなければな

りません（法人法53・190）。もし、理事の選任議案に納得がいかない社員

（評議員）がいる場合には、自分自身で別の候補者を理事とする選任議

案を提案し、その議案の要領を招集通知に記載することを請求すること

ができます（法人法43〜45・184〜186）。

また、理事の選任決議は、総社員の議決権（議決に加わることができ

る評議員）の過半数を有する社員（評議員）の出席が必要であり（法人法

49①・189①）、公益法人の場合には、所定の理事の合計数が理事の総数の

３分の１を超えてはならない（認定法５十・十一）とされています。

このように、法律上は選任手続を可能な限り慎重に取り扱うこととな

っており、社員総会（評議員会）における実質的な審議を経て適正に理

事が選任されるための様々な方策を講じています。

この点、例えば、４人の理事の選任議案の決議（採決）を４人一括で

決議（採決）することとした場合には、本来、１つ１つの議案（１人１

人の理事の選任議案）ごとに賛成又は反対の意思を表明することができ

るはずの社員（評議員）に対して、全議案について全て賛成・反対とい

う投票を強制することとなってしまい、法律上の趣旨が没却されてしま

います。

そのため、社員総会（評議員会）で理事の選任議案を採決する場合に

10頁
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【参 考】

〇定款（役員の設置、役員の選任、役員の任期、役員の解任、役員の

報酬等）

【一般（公益）社団法人の場合】

（役員の設置）

第〇条 この法人に、次の役員を置く。

(１) 理事 ３名以上７名以内

(２) 監事 ２名以内

２ 理事のうち１名を代表理事とする。

３ 代表理事以外の理事のうち１名を業務執行理事とする。

（役員の選任）

第〇条 理事及び監事は、社員総会の決議によって選任する。

２ 代表理事及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から

選定する。

（役員の任期）

第〇条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時社員総会の終結の時までとする。

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了

する時までとする。

４ 理事又は監事は、第〇条に定める定数に足りなくなるときは、任期

の満了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任する

まで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。

（役員の解任）

第〇条 理事及び監事は、社員総会の決議によって解任することができ

る。

（役員の報酬等）

第〇条 理事及び監事に対して、社員総会において別に定める総額の範

囲内で、社員総会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算

定した額を報酬等として支給することができる。

8頁
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〔31〕 一般財団法人の設立

一財

設立者等による定款の作成

【定款に定めがない場合】

１

公証人による定款の認証２

財産の拠出の履行３

定款の備置きと閲覧等４

設立時評議員等の選任５

設立時理事等による調査６

設立時代表理事の選定等７

設立の登記８

第２章 設立・移行・解散・清算・合併等248
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フローで分かりやすく解説！

250605 単行本「（2025.6）51003641 公益ガイド_中adv」（B4）
［法］
（CC）


	51003641 公益ガイド_表（確認用・仕上げサイズ）
	51003641 公益ガイド_中k（確認用・仕上げサイズ）

